
特定非営利活動法人 （AAR Japan）難民を助ける会
2026年度（令和8年度） 通常総会 記録

■報告・決議事項
p.02 第1号議案 2025（令和7）年度事業報告
p.32 第2号議案 2025（令和7）年度決算報告（独立監査人の監査報告書含む）
p.46 監事の監査報告書
p.47 第3号議案 2026（令和8）年度事業計画
p.63 第4号議案 2026（令和8）年度予算
p.66 第5号議案 定款の変更について

日時：2026年6月27日（土）  総会：午後1時30分～午後3時
　　  親睦会：午後3時30分～
場所：AAR Japan［難民を助ける会］6階 交流スペース

タイ・カンボジア国境で2025年12月から軍事衝突が激化し、両国合わせて70万人以上が
避難生活を強いられる事態となりました。AARはカンボジアの国内避難民を対象に、食料や衛
生用品、テントなどを配付する緊急支援を実施。避難した家族に話を聞くカンボジア駐在員の
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第1号議案 2025年度 事業報告  2025年4月1日～2026年3月31日

～2025年度の活動地 ～
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2025年度は国内外の皆さまから41,931件の温かいご支援を賜り、日本を含む18の国と地域において43の
事業を実施した。

海外の緊急支援活動として、パキスタン洪水、アフガニスタン地震、台湾台風・土砂災害の被災者支援、カンボ
ジア国内避難民支援、中東危機緊急支援を実施した。活動にあたっては治安状況に十分配慮し、現地職員や
支援を受け取る方々の安全を確保しながら行った。ウクライナ、モルドバ、トルコ、シリア、レバノン、スーダン、
ケニア、ウガンダ、ザンビア、バングラデシュ、アフガニスタンでの難民・避難民支援も継続した。長期化する
避難生活を支えるため、一人ひとりのニーズにあった個別支援や食料・衛生用品の配付のほか、難民キャンプ・
居住地内で子どもや青少年の就学を後押しする活動も行った。また、障がい者支援や地雷・不発弾対策、感染
症対策などの分野にも引き続き重点を置き、幅広い活動を実施した。

国内では、2024年1月1日に発生した能登半島地震、2025年2月に発生した大船渡市山林火災の被災者支援
を継続して行った。東日本大震災被災者支援としては孤立防止支援などを継続した。会計面では、前期繰越金
を除いた収入合計額は約15億5,900万円となった。支出は、海外での支援活動に約13億1,250万円（当期支
出全体の約76%）を、国内での支援活動には約1億3,180万円（同約7.6%）をそれぞれ充てた。
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支援事業 海外活動

・2025年度事業決算：4,428,891円

1	パキスタン洪水（2025年）被災者支援

実施地 パキスタン・イスラム共和国　ハイバル・パフトゥンハー州
バタグラム郡

目的 洪水で被災した小学校の施設修繕や、基礎的な衛生教育お
よび防災教育を実施し、児童の安全で衛生的な学習環境を
回復・改善する。

実績 洪水によって深刻な被害を受けたバタグラム郡内の公立女
子小学校5校を対象に、トイレ、教室、防護壁などの修繕を
実施した。あわせて、在校児童に石けん、シャンプー、歯ブ
ラシなどの衛生用品の配付と衛生教育を行い、日常的な衛
生習慣の定着を図った。また、基礎的な防災教育を通じて、
災害時に自らの身を守る能力を育成した。

受益者 直接受益者：児童439人
間接受益者：児童の家族2,195人

・2025年度事業決算：56,424,296円

2	アフガニスタン東部地震における被災者への緊急物資配付

実施地 アフガニスタン・イスラム首長国　クナール県、ナンガハー
ル県、ラグマン県

目的 2025年8月31日にクナール県で発生した地震により被災
した世帯を対象に緊急支援物資を配付し、特に脆弱な立場
に置かれた被災世帯の人道ニーズに対応する。

実績 地震により家族に死傷者が出た世帯や家屋が崩壊した世
帯、障がい者のいる被災世帯を主な対象として、食料、水、
台所用品、越冬物資などの緊急支援物資を配付した。

受益者 のべ11,255人

緊急支援（海外）

衛生用品を受け取った子どもたち
（2025年12月）

地震被災世帯を対象に緊急支援物資を
配付（2025年9月）

・2025年度事業決算：3,477,110円

3	台湾台風・土砂災害被災者支援

実施地 台湾 花蓮県光復郷
目的 2025年9月の台風および土砂災害の被災者に、現地協力

団体であるThe Mustard Seed Mission（MSM）を通じ
て緊急対応を行うとともに、復興をサポートする。

実績 2025年9月に発生した台風により花蓮県の山間部で堰止
湖が決壊し、大量の土石流が光復郷の市街地を直撃した。
発災初期には食料や物資を配付し、約320人（122世帯）
には現金給付を実施した。約800人のボランティアを動員
し、高圧洗浄機を使用して家屋内の至るところに流入した
土砂の除去作業を行った。土砂流により破損した家屋55
棟の世帯に対し、家屋の修繕および家財道具や生活家電な
どの支援を行った。

受益者 1,840人（生活物資パッケージ配付 875人、避難所での食事提供
500人、現金給付320人（122世帯）、家屋修繕145人（56世帯））

MSM職員とともに被災状況を確認
（2025年9月）

終了
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・2025年度事業決算：1,603,904円

4	カンボジア国内避難民支援

実施地 カンボジア王国　コッコン州、バッタンバン州、ポーサット州
目的 タイ・カンボジア国境紛争により発生したカンボジア国内

避難民のニーズを把握し、物資配付などを通じて生活環境
の悪化を防ぐとともに、喫緊の支援ニーズに対応する。

実績 2025年12月初旬から、タイ・カンボジア国境で発生した
両国軍による軍事衝突が激化し、戦闘地域が拡大した結果、
カンボジア国内避難民の数は一時60万人を超える事態と
なった。国境に接する3つの州の避難地域で情報収集およ
びニーズ調査を行い、各避難所の状況に応じて、障がい者
や子ども、高齢者がいる世帯を中心に、食料や蚊帳、避難
用テント、学用品などの物資配付を実施した。

受益者 1,902人（470世帯）

・2025年度事業決算：502,554円

5	中東危機緊急支援

実施地 レバノン共和国 山岳レバノン県
目的 国内避難民の避難生活下における喫緊の食料ニーズに対応

し、安全な食料への安定したアクセスを確保する。
実績 2026年2月28日の米国およびイスラエルによるイランへ

の軍事攻撃を契機に、レバノンではイスラエル軍によるヒ
ズボラへの軍事攻撃が激化し、多くの人々が国内避難民と
して逃れる事態に陥った。避難所の多くは学校などの公共
施設を転用したものであるため、調理設備が備わっておらず、
安全な水や燃料へのアクセスも制限されている状況を踏ま
えて、現地提携団体の ShareQとともに山岳レバノン県の
避難所において調理済みで栄養バランスに配慮した食事を
提供した。

受益者 避難所で生活する国内避難民712人

緊急支援（海外）

避難先で生活する上でのニーズを調査
（2025年12月）

避難所に食料を配付（2026年3月）

AAR Japan ［難民を助ける会］第1号議案　2025年度事業報告4



ウクライナ
モルドバ

ルーマニア

ポーランド
ロシア連邦

ウクライナ

オデーサ

ベラルーシ

オデーサ事務所
2022年2月のロシアによるウクライナ侵攻を受け、国内避難民に対する緊急
支援を実施。ウクライナの隣国モルドバ共和国を拠点にウクライナ国内の支
援団体を通じた同国の障がい者と高齢者を対象とする支援活動、およびイギリ
スの地雷除去団体を通じた地雷対策活動を行ってきた。2023年10月からはウ
クライナ南部の国内避難民と地域住民を対象に現金給付支援を実施。2024年
9月に南部オデーサに事務所を開設し、2025年3月からはウクライナ南部の地
雷・不発弾被害者に対するリハビリテーションや心理社会的支援を行っている。

欧州

■2025年度事業決算：120,264,274円

1	障がい者と高齢者のための個別医療・保護支援
実施地 ウクライナ ミコライウ州
目的 ウクライナ南部において障がい者と高齢者の健康と保護状

況が改善される。
実績 現地協力団体およびコミュニティ組織と協働し、ミコライウ

州の戦争の影響を受けている障がい者と高齢者に対し、健
康診断、医薬品、リハビリテーション、補助製品・サービス
に関する費用を支援した。また、医療支援・保護を実施し、
障がい者や高齢者のニーズに対応した。

受益者 障がい者と高齢者190人

2	地雷・不発弾に汚染された地域社会のインクルーシブな復興支援
実施地 ウクライナ ミコライウ州
目的 ウクライナ南部において爆発物・地雷被害者の健康と保護

状況が改善される。
実績 地雷・不発弾被害者を含む障がい者のリハビリテーションを担う医

療機関に機材を供与することで、質の高い医療サービスを提供でき
る体制を整備した。コミュニティセンターでは、地雷・不発弾被害者
や障がい者を含む地域住民を対象に、各種サービスへのアクセス向
上を図るための情報提供、心理・社会的支援、法的支援、グループ活
動、障がい者差別防止に関する啓発活動などのサービスを提供した。

受益者 直接受益者：地雷・不発弾被害者および障がい者を含む地域住民1,296人
間接受益者：直接受益者の家族6,475人

3	地雷・不発弾対策
実施地 ウクライナ オデーサ州、ミコライウ州など
目的 ウクライナの人々の生活における地雷による脅威が軽減される。
実績 イギリスの地雷除去 NGO（The HALO Trust）と協働して爆

発物回避教育を実施した。計10チームがウクライナ各地の7州
で計1,579回の回避教育セッションを開催した。地域住民が
地雷や不発弾を識別し、除去団体に爆発物の存在を報告でき
るよう、種類や報告方法を教授した。また、受講者の職業や研
修場所の環境、地理的特徴に応じて、研修内容を適宜変更した。

受益者 地域住民6,456人
子ども向け地域イベントで回避教育セッ
ションを実施（2025年6月）

機材を活用したリハビリテーション支援
を実施 （2026年1月）

障がい者家庭に医療物資や日用品を配付
（2025年8月）
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ロシア連邦

ウクライナ

キシナウ
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■2025年度事業決算：7,305,229円

キシナウ事務所
2022年2月のロシアによるウクライナ侵攻を受け、ウクライナの隣国モル
ドバ共和国に拠点を開設、モルドバに滞在しているウクライナ難民を対象に
食料や生活必需品の配付を開始した。難民の大半が避難所以外で避難生活
を送る中で、同年9月からは個別のニーズを把握し的確な支援につなげるた
めの事業を実施している。

モルドバ共和国
欧州

難民への医療診察を実施 
（2025年8月）

1	ウクライナ難民およびホストコミュニティ住民への医療支援
実施地 モルドバ共和国 キシナウ
目的 ウクライナ難民と紛争の影響を受けているホストコミュニ

ティ住民の医療サービスへのアクセスを改善する。
実績 現地協力団体と協働し、首都キシナウで現地協力団体が運

営するクリニックで診療活動の実施および医薬品の処方を
行い、ウクライナ難民とホストコミュニティ住民の医療サー
ビスへのアクセスを改善した。また、教育、法律、心理的サ
ポートなどのサービスを必要とする人々に、サービス提供者
を紹介した。

受益者 218人（ウクライナ難民143人、ホストコミュニティ住民75人）
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トルコ

シリア イラク

イスタンブール
トルコ共和国

イスタンブール事務所
2011年にトルコ東部で発生した大地震の被災者に対する緊急支援を実施。
2012年には、内戦を逃れて隣国シリアから同国南東部に流入した難民を対
象とした緊急支援を開始した。翌2013年にシャンルウルファ事務所（2024
年11月に閉鎖）、2016年10月にイスタンブール事務所を開設し、継続的に
シリア難民支援を実施している。2023年2月のトルコ南東部地震の被災者
支援活動も行った。

■2025年度事業決算：34,476,361円

1	現地団体の能力強化を通じたシリア難民支援
実施地 トルコ共和国 アダナ県、メルシン県
目的 現地団体の組織運営能力と事業実施能力を高めることによ

り、安定的に質の高い難民への支援活動を実施する。
実績 現地で保護分野の支援活動を行う小規模な2団体に対し、

約半年間にわたって実地指導を中心とした能力強化研修を
行い、シリア難民などに質の高い支援ができるよう指導し
た。現地団体は当会の助言を得ながら、特に脆弱性の高い
女性や子どもに、個別支援や啓発活動などを行った。適切
な予算管理の方法や苦情の対応などについても指導し、事
業実施だけでなく組織運営体制の強化にも取り組んだ。

受益者 567人（現地団体スタッフ14人、現地団体の活動を通じた
シリア難民などの受益者553人）

中東

現地団体が実施する啓発セッションに
参加したシリア難民女性（2025年7月）

終了

AAR Japan ［難民を助ける会］ 第1号議案　2025年度事業報告 7



中東

シリア・アラブ共和国
シリア

ダマスカス

トルコ

イラク

ヨルダン
レバノン

シリア・アラブ共和国

■2025年度事業決算：83,984,984円

ダマスカス事務所
2011年に始まったシリア内戦の被害者に対する緊急支援を2014年に開始。
シリア国内で避難を繰り返す国内避難民やそのホストコミュニティ、また、
避難先からシリアに戻ってきた人々を対象に、現地協力団体を通じて、食料
の配付や地雷対策の一環としてのリスク回避教育、障がい者支援、衛生用品
の配付、農業支援も実施した。2024年12月の前政権崩壊以降、シリアへの帰
還民への支援も実施し、2025年11月には首都ダマスカスに事務所を開設した。

※職員の安全に配慮し、活動地の詳細は公開していません。

1	障がい者支援
実施地 シリア・アラブ共和国
目的 障がい児やその保護者に対して個別支援や心理社会的支

援を実施し、子どもの保護環境の改善に寄与する。
実績 補助具やリハビリテーションサービスの提供といった個別

支援、外部機関などへの照会、家庭でできる心理的・身体
的ケアを学ぶセッションを実施した。また、障がいがある子
ども、ない子ども双方とその保護者を対象にした心理社会
的支援も行った。

受益者 国内避難民およびホストコミュニティの住民920人

2	食料および生活必需品配付
実施地 シリア・アラブ共和国
目的 食料と生活必需品の配付を行い、シリア国内の脆弱層の食

料あるいは生活必需品へのアクセスを改善する。
実績 国内外からの帰還民を含め、家を失うなどの脆弱な状況に

ある人々を対象に、コメや砂糖、油、レンズ豆などの食料と、
石けんや洗剤、バケツなどの水・衛生用品を配付した。

受益者 14,978人

心理社会的支援のセッションに参加す
る子どもたち（2025年7月）

食料と衛生用品を配付（2025年4月）

終了
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中東

シリア

トルコ

イラク

ヨルダン

レバノン

イスラエル

現地協力団体での調理を確認
（2025年5月）

1	国内避難民への食料配付
実施地 レバノン共和国 山岳レバノン県、ベイルート県およびアッ

カール県
目的 避難所にいる子ども、障がい者、高齢者など特別な配慮が

必要とされる避難者の困窮状態が一時的に緩和される。
実績 国内避難民や障がい者、高齢者など脆弱性の高い層が居住

する12施設を対象に、現地協力団体と連携して緊急食料
支援を実施した。2025年3月から5月までの期間に、のべ
72,700食の調理済みの食事を2,611人に提供した。栄養・
衛生基準を満たすことに加え、受益者の多様な食料ニーズ
にも対応した。また、アッカール県においては2026年2月、
212世帯に食料パッケージを配付した。

受益者 3,309人

■2025年度事業決算：30,841,121円

内戦後の政治混乱やシリア難民流入などで不安定な状況が続く中、2019年
に経済危機が発生し、2023年にはインフレ率が220％に達した。多くの人々
が生計手段を失い人道危機へと発展したが、国際社会の支援は乏しかった。
さらに2024年にはヒズボラとイスラエル軍の衝突が激化し、停戦後も10万
人以上が避難を余儀なくされた。当会は現地団体と協力して障がい者を含
む貧困層への食料支援を実施した。

レバノン共和国

終了
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アフリカ

ポートスーダン事務所、カッサラ事務所
2006年に首都ハルツームに事務所を開設して地雷回避教育を開始し、マイセトーマ

（菌腫）などの感染症対策や地雷被害者支援も実施。地雷対策事業の終了に伴い2020
年1月にハルツーム事務所を一時閉鎖したが、2021年、隣国エチオピアでの紛争によ
る難民流入を受け、同事務所を再開し、2021年12月までガダーレフ州にて緊急支援
を実施した。2023年4月に発生した軍事衝突を受けて、紅海州ポートスーダンとカッ
サラ州に事務所を移転し、国内避難民および地元住民に対する支援を実施している。

エリトリア

エジプトリビア

チャド

中央アフリカ
共和国

エチオピア
南スーダン

ポートスーダン

スーダン

カッサラ

スーダン共和国

■2025年度事業決算：74,135,748円

1	スーダン国内避難民支援
実施地 スーダン共和国　カッサラ州
目的 カッサラ州の国内避難民が現金給付を受けるとともに、保護リスク軽減のた

めの情報提供がなされ国内避難民の基本的ニーズへのアクセスが改善される。
実績 スーダン内戦が長期化する中、スーダン東部カッサラ州において、女

性のひとり親世帯や高齢者世帯、障がい者がいる世帯など特に脆弱
性の高い世帯への現金給付を行った。加えて、ジェンダーに基づく暴
力や女性・子どもの権利などを含む保護環境改善のための啓発活動
を実施したほか、保護リスクがある受益者に心理カウンセリングを実
施し、必要に応じて行政や他団体が提供するサービスへ照会した。

受益者 国内避難民と受け入れ地域住民11,853人（現金給付6,552人、
啓発活動5,301人）

※マイセトーマ（菌種）とは、特定の細菌や真菌が傷口を経由して体内に入り、皮
下組織を徐々に破壊していく感染症。最も顧みられない熱帯病（NTDs）の１つ。

3	顧みられない熱帯病対策
実施地 スーダン共和国 カッサラ州
目的 啓発活動や早期受診を通じてマイセトーマ患者の重症化リスクが

軽減されるとともに、義肢装具など必要な支援が患者へ提供される。
実績 スーダン東部カッサラ州の義肢センターと提携し、マイセトーマ患者を含

む身体障がい者に義肢を提供した。内戦下における医療施設の受け入れ
態勢や現地団体の体制が整っていないため、マイセトーマの知識向上を目
的とする啓発活動や診断と手術を含む治療の提供は、実施に至らなかった。

受益者 障がい者30人

2	爆発物回避教育
実施地 スーダン共和国　カッサラ州、ハルツーム州、紅海州
目的 内戦の影響を受けた地域への帰還を目指す国内避難民や地

域住民が爆発性残存物に関する知識を身に付けることで、
爆発物による被害が軽減する。

実績 2025年8月よりカッサラ州、ハルツーム州、紅海州で爆発
物回避教育を実施するため政府との調整を開始した。加えて、
啓発活動のためのラジオ番組や爆発物回避教育のポスター、
リーフレットなどの教材制作の準備を進めた。

受益者 なし（事業開始後の調整に時間を要したため）

地域リーダーと調整した上で受益者を
選定（2025年2月）

教材制作について協議する当会職員
（2025年12月）

歩行訓練に取り組む受益者
（2025年12月）

終了
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アフリカ

■2025年度事業決算：79,620,499円

ナイロビ

カクマ

ケニア

エチオピア南スーダン

ウガンダ

タンザニア

ソマリア
ケニア共和国

1	カロベイエ地域における教育支援
実施地 ケニア共和国 カロベイエ難民居住区および受け入れ地域
目的 初等学校における就学継続支援を通じ、退学率の低下に寄

与する。
実績 事業対象校9校のうち、難民居住区の初等学校にトイレ8

基、受け入れ地域の初等学校に教室1棟を建設した。個別
支援を推進するため、地域住民で構成される個別支援チー
ムおよび対象校の教員の能力強化に取り組むとともに、定
期会合や啓発イベントを通じて学校と地域の連携を強化し
た。また、レジリエンス（強靭性）強化を目指し、ライフスキ
ル教育の推進や各校でのクラブ活動を支援した。特に退学
リスクの高い子どもたちには学用品の配付を行った。さらに、
女子寮にシャワー4室、トイレ3基の新設、衛生用品の配付、
教員への研修を通じた衛生教育を実施した。

受益者 直接受益者：20,770人（生徒19,659人、教員166人、個
別支援チーム45人、地域住民900人）
間接受益者：生徒の家族98,295人

ナイロビ事務所、カクマ事務所
2005年、南部スーダン（現南スーダン共和国）支援の拠点としてナイロビ
事務所を開設した。2013年12月に南スーダンの首都ジュバで発生した武
力衝突を受け、ケニアへ流入した南スーダン難民に対し、2014年2月より北
西部トゥルカナ郡のカクマ難民キャンプにて支援を開始した。2015年から
中等教育支援を開始し、2017年にはカロベイエ難民居住区へ対象地を拡大
した。2023年以降は、同地域において初等教育支援を実施している。2025
年には就学継続支援に加え、女子生徒の就学促進を目的とした衛生環境改善
事業を実施した。

能力強化研修に参加した教員の中か
ら代表者を選出し、指導者研修を実施
（2025年7月）
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アフリカ

カンパラ
ウガンダ

ホイマ

南スーダン

コンゴ
民主共和国

ケニア

タンザニア

ウガンダ共和国

2	地雷・不発弾被害者を含む障がい者支援
実施地 ウガンダ共和国 ホイマ県
目的 地雷・不発弾被害者を含む障がい者が自立して、尊厳のあ

る生活を送れるようになる。
実績 ホイマ県の地雷被害者を含む障がい者15人を対象に生計

支援を行った。受益者が希望する小規模ビジネスの立ち上
げに必要な資機材を提供し、資金調達や会計管理の方法な
どの研修を実施。また、障がい者同士が相談し合えるよう
ピアサポートグループを設立し、小口融資機関との関係構
築も支援した。

受益者 直接受益者：地域の障がい者15人
間接受益者：障がい者の家族75人

カンパラ事務所、ホイマ事務所
2009 年 3 月 に ウ ガ ン ダ 地 雷 生 存 者 協 会（ULSA、 現 PAGI for 
Transformation）の代表者を日本に招聘したのを契機に、ULSAを通じた
地雷被害者支援を開始した。2016年7月に国境を接する南スーダン共和国
で武力衝突が勃発し、ウガンダ北西部への流入が続く南スーダン難民を支
援するため、同9月にカンパラ事務所、同10月にはユンベ事務所を開設した

（ユンベ事務所は2021年1月に閉鎖）。また、紛争が続くコンゴ民主共和国
（DRC）からウガンダ西部に流入する難民を支援するため、2020年4月ホイ
マ事務所を開設した。DRC難民支援事業終了に伴い、2026年5月にホイマ
事務所、6月にカンパラ事務所を閉鎖する。

1	コンゴ民主共和国難民および受け入れ地域に対する保護・教育支援
実施地 ウガンダ共和国 チクベ県チャングワリ難民居住地および 

受け入れ地域
目的 難民および受け入れ地域の子どもの就学環境が改善される

とともに、子どもを取り巻く保護リスクが軽減される。
実績 初等・中等教育校に通う子どもたちが安心して学習を継続

できるよう、男子寮の建設、子どもの保護を担う学校教職
員やコミュニティリーダーへの研修の実施、学校保護委員
による子どもの保護体制の強化などの活動を継続した。リ
スクが特定された4,465人への個別支援も行ったほか、様々
なリスクを抱えた生徒が互いに助け合うことを目的とする
ピア・サポートクラブを設立し、活動を支援した。また、難
民居住地および受け入れ地域の特に脆弱な家庭の保護者8
人を対象に、縫製技術を習得する職業訓練を実施した。

受益者 直接受益者：42,769人（生徒42,104人、教員・学校関係
者601人、コミュニティリーダー56人、保護者8人）
間接受益者：生徒の家族210,520人

■2025年度事業決算：92,377,953円

子どもの保護についての啓発活動を実施
（2025年10月）

事業のモニタリングを実施
（2025年7月）
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